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Abstract
This essay provides an interpretation of Article 9 of the Constitution of Japan by illustrating the 
fact that the provision was originally designed to require Japan to comply with contemporary 
international law. This essay thus criticizes the traditional interpretation of Japanese 
constitutional lawyers, who sought to emphasize the distinctiveness of the provision by ignoring 
contemporary international law. This essay emphasizes that Article 9 (1) is intended to reinforce 
the Kellogg–Briand Pact of 1928 and the Charter of the United Nations of 1945. The Prohibition 
of “war potential” in Article 9 (2) should be understood in line with the first clause. “War” of “war 
potential” of the second clause is in the end the illegal action in contemporary international law. 
Thus, the second clause only indicates the prohibition of the possession of the means to conduct 
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illegal actions. The renunciation of “the right of belligerency of the state” of Article 9 (2) is the 
provision of non-recognition of the illegal concept in the eyes of international law. “The right 
of belligerency of the state” does not exist in contemporary international law. Article 9 (2) only 
repudiates the conception of the period of the Japanese Empire. In conclusion, Article 9 cannot be 

























































2 Douglas MacArthur, General of the Army Reminiscences [New York: McGrow-Hill Book Company, 1964], p. 
304. なお邦訳のダグラス・マッカーサー（津島一夫訳）『マッカーサー大戦回顧録』（改版）（中央公論新社、2014 
年）、458頁、には、原文の「Article 9 was aimed entirely at eliminating Japanese aggression」の部分を、「第九
条は、他国による侵略だけを対象にしたもので」、と訳すなどの問題が見られる。














































 9 条は 1 項と 2 項からなるが、 1 項では不可避と思われる解釈を、 2 項を読んでから修正することが
求められる、という特異な主張をするために、そのように呼ばれる。法律の条文において、 1 項の内
容を、 2 項を読んでから修正しなければいけなくなるという構成は、極めて異質である。 1 項の内容
に 2 項が留保や例外を加えたりする場合は、当然よくある。しかし 2 項が 1 項の解釈の変更を求める
というのは、異例である。よほどの根拠がなければ、そうした解釈はもちこたえられないはずである。




　憲法学通説は、この解釈の妥当性を認めつつ、 2 項を読むと持ちこたえられなくなるので、 2 項を
読んでから 1 項に立ち戻ってきて、 1 項の解釈を変えなければならない、と主張する。




　憲法 9 条解釈をめぐる対立は、 1 項から自然に 2 項に読み進んでいく解釈と、 2 項を読んでから 
 1 項の内容を修正する「ちゃぶ台返し」の憲法学通説の解釈との間の対立に、ほぼ全て還元されると 
言ってよい。「ちゃぶ台返し」の解釈に根拠があるかどうかが、憲法 9 条解釈を決する中心的な論点で
あると言って過言ではない。
5 芦部信喜『憲法学Ⅰ憲法総論』（有斐閣、1992年）、261頁。 2 項によって 1 項の意味を変えるという「ちゃぶ台
返しの解釈」は法解釈として「尋常ではありません」と述べるのは、安念潤司「集団的自衛権は放棄されたのか―
憲法九条を素直に読む」松井茂記（編）『スターバックスでラテを飲みながら憲法を考える』（有斐閣、2016年）、








































































































　しかし実際の 9 条 1 項は、「国際紛争を解決する手段としての武力行使」を禁止している。実際の憲








































14 芦部『憲法学Ⅰ』、261頁。 2 項によって 1 項の意味を変えるという「ちゃぶ台返しの解釈」は法解釈として「尋
常ではありません」と述べるのは、安念潤司「集団的自衛権は放棄されたのか－憲法九条を素直に読む」松井茂記
（編）『スターバックスでラテを飲みながら憲法を考える』（有斐閣、2016年）、284－285頁。安念教授は、憲法は




































16 樋口陽一「戦争放棄」樋口陽一（編）『講座憲法学 2 主権と国際社会』（1994年、日本評論社）、111頁。














































































31 石本泰雄『国際法の構造転換』、 3 頁。藤田『国際法講義Ⅱ』、394-395頁。
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5.憲法 9 条 2 項「戦力」不保持
　憲法 9 条の解釈にあたっては、 1 項の枠組みで 2 項を解釈するか、 2 項の独自の解釈によって 1 項
の解釈を変更するか、の態度の違いが、大きな結果の違いをもたらす。重要となるのは、「戦力」と「交
戦権」の二つの概念の解釈である。





よって「陸海空軍」に「戦力」の例示としての位置づけの制約がかかるようになった32。 9 条 2 項
で不保持が宣言されているのは、あくまでも「戦力」としての「陸海空軍」である。「戦力（war 
potential）」ではない軍隊は、不保持が宣言されていない。
　 1 項に対応する部分で、「戦争」一般の放棄の内容が確定したのにともなって、 2 項に対応する部分
で、「戦争」遂行の潜在能力（war potential）の不保持を定めるようになった。そして、「戦力（war 
potential）」の概念が登場するようになった。したがって 9 条 1 以降が自衛権を否定せず、「国権の発
動としての戦争（war）」を放棄したのに対応している以上、 9 条 2 項も「戦力（war potential）」の
不保持を定めて、自衛権行使の手段の不保持を除外していると考えるのが、最も論理的である。「陸海
空軍」に、「戦力（war potential）」としての、という制約が加わった事情は、 1 項からの論理の一貫
性を考えれば、明晰である。
　 9 条 1 項は、国際法上の違法行為である「国権の発動としての戦争」を放棄する、という国際法遵





32 佐藤達夫『日本国憲法成立史』第 3 巻（補訂）（有斐閣、1994年）、20-21頁。






































　日本国憲法 9 条 2 項には、こうした歴史的背景と国際法体系に沿った論理構成が貫かれていると考
えるのが、最も自然な解釈だろう。「戦力（war potential）」とは、現代国際法で違法である「国権の
発動としての戦争（war）」（国家の至高性にもとづいて国家が宣戦布告をして他国を攻撃する行為）を
行うための潜在能力のことである。 1 項の内容を補足しているのが 2 項であり、違法行為である「戦 
争」を遂行するための手段を持つこともない、という宣言が、 2 項の「戦力不保持」の意味である。 






田喜三郎「憲法の戦争放棄の限界」『国際法外交雑誌』59巻 1 ・ 2 号、1960年、208－209頁。



















































　自衛隊が創設され、1952年に 9 条 2 項をめぐる議論が巻き起こった時期に、国際法学者・前原光雄 
は、「国際法学者の見解は内外を問わず、国家に戦争を為す権利があるということは、少くとも、主流

























































































た。そして本稿は、憲法 9 条 1 項の枠組みにそった 2 項の解釈こそが自然かつ妥当であることを論じ 
た。国際法と調和する日本国憲法は、自衛権を否定しておらず、自衛権行使組織としての軍隊の存在を
否定していない。
42 新井京「戦間期の英国における交戦権論争」、『同志社法学』63巻 1 号通巻527号。
43 横田喜三郎『世界国家の問題』（同友社、1948年）、108、109．111、115頁。
